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法務省

民事局

総務課 平成19年度 匝務課長 小)順 樹

口直接実施

同 曲 Jr業務委託等 (委託先等 :(財)民事法務協会.ATGカンパニ-(株).その他6社)

発､繋ままを…漂薫ヨ口補助金 【直接 .間接〕 (補助克 : 実施主体 : )

､□貸付 (貸付先: )□その他 ( )

ミ08 8名′17名 2名/2名 E3耶 4名/13名 2名/2名

830名 ES = 126名(1名) 年凱 692万円 B' 年凱 692万円

檎 .:I. -

P J._ ゞ ･公共サービスの実施について,透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切

に反映させることにより,国民のため.より良質かつ低廉な公共サ｣ビスを実現する (公共
サービス改革法第3条)o
･市場化テス トを実施し民間委託を行うことにより,国の行政機関の定員を削減する (平成
18年6月30日閣議決定 ｢国の行政機関の定員の削減について_I).

- ･登記簿等の公関に関する事務 (登記事項証明書等の交付及び登記簿等の園覧に係る事務,いわゆる乙号事務○)

賀ミ…ミ繁. 狩i-.. 乙号事務は.これまで国 (登記所)で実施してきたところ.平成ー8年6月30日に閣議決定さ

れた ｢国の行政機関の定員の純減lこついて｣において.市場化テスト (一般競争入札)を実
施し民間委託を行うことにより定員を削減する旨が示された.
市場化テス トの実施に当たつては.その凍拠法である r公共サービス改革法｣に基づき.

入札の実施等の透明性.中立性及び公正性を確保するために内閣府に設置された ｢官民競争入札等監理委員会｣の審議を経て入札の仕様等を定めた ｢実施要項Jを策定した上で.各法
務局ごとに.当該実施要項に基づき.外部評価委員で構成される評価委員会により入札参加
者の提案書が審査 .p評価される民R司競争入札手続を実施し,落札者に対して.乙号事務を包
括的に委託する○

平成22年度概算要求額 人件費

7,895百万円 職員構成 (3,禁928̂jii雪雲専 従細 員数

■u 百万円 担当正職員 匡 R l 人

■■■■一■W 7.895百万円 酎寺職員他 lf円 t ^

年 度 絵 ■額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H19(決算額) 699

甜 ■,-▼.I 1,559

窪 ､､還く一.言…蔓+i……………等張H21(当初予算) 5,388

H21(補正予算) 0
H22概算要求 7.甲5

･委託環境整備費 (乙号事務スJ(-スの区分に伴う端末移設経費等) 87,406千円
-乙号事務処理に係る運用経費 (備品 .消耗品費等) 570.242千円
･外部評価要具謝金 (提案書を審査する外部評価委員に対する-d金) 15.840千円
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登記事項証明書の交付事務等の包括的民間委託の裏地

国民の財産や身分関係の保護

平成 19年度 総務課長 小川秀樹

乙号事務の包括的民間委託は.透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を

適切に反映させることにより,より良質かつ低廉な公共サービスを実現するととともに.国の

行政機関の定員を削減するために必要である｡

国の行政機関が 自ら実施する公共サービスに関し,その実施を民間が担うことができるも

のは民間にゆだねる観点から-これを見直し,民間事業者の創意と工夫が反映されること

が期待される一体の業務を選定して民間競争入札に付することにより,公共サービスの質

の維持向上及び軽費の削減を図る｡

【活動指標名】/ 年度実績 t評価

委託実施登記所数

･民間事業者が確保すべき公共サ-ビスの貫は.実施要項上. r利用者の満足度 (80%以上の利用者
から普通以上の評価)｣及び ｢各種証明書等の適正な作製 ･引渡し｣とされている｡
･平成19年度は.全国22の登記所について民間競争入札を実施し,平成20年4月から落札者によって
乙号事務が実施されてLtるところ.乙号事務は大きな混乱や過誤処理もなくおおむね順調.=実施され
ており,良質かつ低廉な公共サービスが実現されている｡
･平成20年度は.新規135の登記所について民間競争入札を実施し.平成21年4月から落札者によって
Z,号事務が実施されている.
･平成21年度は.さらに新規148の登記所について民間競争入札を実施し.平成22年4月から落札者に
よって乙号事務が実施される予定であり.これにより実施庁は303庁となる予定である｡

【成果指標名】/ 年度実績 ･評価

･民間競争入札の実施について.順次.全国の乙号事務に専従している職員を有する登記所に拡大し,平成22
年度までに.当該登記所のすべてについて民間競争入札を実施する予定である (平成18年9月5日間講決定,辛
成19年10月26日一部改定 r公共サービス改革基本方針｣)｡
･業務全般の蓋平価については.公共サービス実施期間の終了にあわせて,内閣幾理大臣が行うこととされてい
る (公共サービス改革法第7条第8項)ことから.当該評価を踏まえ,見直しを行う予定｡
･平成19年度に実施した民間競争入札では落札者が特定の事業者に偏ったことから.平成20年度は.参入を挨
討している民間手鼻者に対する乙号事務の実情等についての情報提供をより一層充実させるなど更なる周知･
広報に努めるとともに,内閣府とも調整しながら実施要項の見直しを行ったところであるDその結果.36局
(135庁)中21局 (90庁)において前年度の特定の事美香以外の民間事業者が落札するに至っており,多様な民
間事業者の参入の実現が図られた｡
･平成21年5月に官民競争入札等監理委員会から公表された官民競争入札等に関する ｢スコアカード｣では,実
施要項策定に係る取租姿勢に関する評価として,平成20年度の乙号事務包括的民間委託実施要項は, ｢平成19
年度の入札結果を受けて要項の大幅な見直しをし,入札結果もほぼ期待通りになった｡Jとして.全府省の市
場化テストの実施要項中最高点である5段階中のr450｣の評価を得ている｡
･平成21年度実施要項l=おいては,新規事業者の参入を容易にするため.事業者が実施する研修に係る研修計
画の策定段階から園が必要な助言を行うこととしたほ机 薫務管理者に対する業務処理上のノウハウの引濃ぎ
に十分な期間も確保することとした (入札説明会には146社.延べ396社が参加｡)
また.入札手続の更なる周知･広報を図るため.昨年度と同様.入札手矧こ先立ち.本年7月から8月にかけ
て,入札対象となるすべての登記所において現地見学会を開催したほれ 包括的民間委託実施庁において業務
説明会を開催した (92社が参加｡)｡

･平成18年6月38日に閣議決定された ｢国の行政機関の定員の純減についてJにおいて.登記事項証
明書の交付等の言正明事務について.市場化テス トを実施し民間委託を行うこと.=よL)1.181人を削減
する旨が示された｡
･平成18年9月5日に閣議決定(平成19年10月26日一部改定)された r公共サービス改革基本方針｣にお
いて,r登記簿等の公開に関する事務 (乙号事務)について.平成22年度までに民間競争入札の対象
とする｣旨が示された｡
･平成19年度に.全国10の登記所において試行を実施した.



め.事務事業の削減を強力に進める｡(r行政改
革の重要方針｣平成17年12月24日間議決定)

行政漉圭･効革化右葉着金漉発足
(平成18年1月23日行政改革推進本部長決定)
一【平成18年2月10J3JFせ丑議会における行政改
革担当大臣発言】
(追加検討委請事項)
登記.供託顔焦.国有財産管理関係.･-.

平成18年9月5日 間議決定

行政糊 剤由机は とめ (平成18年5月30日)
【油 省による乗鼓見直しと定見今靴 の内容】
乙号事務における市場化テストの実施1こより民間委託を実施することで.Z,早
事務専従職員について.1,181人を削減｡

Zgの斤棚 の安貞の剤 について (平成18年6月30日閤護決定)
【登記･供託恥 】
登記事項証明書の交付等の証明事務について,市郎 テス絹期 し民間委
託を行うことにより1.I87人を削乱
市場化テストの実施に当b ては.発注内容等を最大限に工夫しできるだけ
多くの企業の入札参加を可能とすること及び入札企業の業務上の工夫がいか
されるようにするこtIこより,民間津力を最大限に活用する｡



平成20年度 登記簿等の公開に関する事務(乙号事務)民間競争入札結果一覧

可 娘 登記所 登記所数 入札参加事業者敬 落札者 落札価格(税込)

札幌 北,育.西.小甘 4 5

旭川 本局 1 4 日本コンベンションサービス(樵)

釧路 本局.帯広 2 2

青森 3- 4

盛岡 本局,宮古 2 4

仙台 石巻.大河京 2 4 (財)民事法務協会

~ 福島 3 5

水戸 3 3

前橋 4 3 (財)民事法務協章

さいたま 9 5 ATGcompany(#)

千葉 木島.干真西.東金.Ja嫌.松戸.柏 6 5 テックソフトアンドサービス(樵)

零京① 港.世EEl谷 2 8

東京(診 薪有,中野一杉並.生島.坂8;.牡馬 6 6

横浜 三好 岩窟 品 宍粟も 7 6 日本コンベンションサービス(秩)

新潟 十郎町.甫ま沼 5 4

長野 3 2

静岡 3 2 (顔)民事法務協会

金沢 3 3

岐阜 大垣.*jI川 2 3

~名古屋 名X.Jt凍,一宮.半日.刈谷.JE四 6 4 日本コンベンションサービス(株)

津 本島一缶Jt 2 5

大津 木見.暮it.守山.彦根.X近jI 5 3

京都 蛙峰.伏見 2 5 (顔)民事法琴協会

大阪 池zzl.北大東 5 4 日本コンベンションサービス(樵)

神戸 4 4 日本コンベンションサービス(秩)

岡山 陶山西.井出.I.Jt 3 3

広島 可称,呉.什原文広Ji,廿日市 5 ~3

山口 本局.下郎.宇部 3 2

高松 p 九t.8書寺 2 2

松山 4 4 ATGc(⊃mpany(秩)

福岡 毛塚.剖lL.行拝 7 5 ATGcorT.Pany(i)

熊不 3 5

大分 巳拝.廿日 6 3

鹿児島 本局.川内.弄JL.甫きつま 4 4

135 141 5.597.278.014円



(予算担当部局用)
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登記 事 項 証 明 書 の 交 付 事務等の包括的民間委託の実施

平成2一年度当初予算額 l 平成22年度概算要求額
5,3881百万円I 7.895I冒万円

!

1 .基本的考え方

○平成19年に施行された ｢競争の導入による公共サービスの改革に関する法律｣に基づ
き､.登記事項証明書の交付事務等 (以下､ ｢乙号事務｣という○)の包括的民間委託
が平成20年度から開始され､平成23年度をもって全ての登記所において民間委託され
る予定o

○乙号事務の委託先として､(財)民事法務協会の割合の高さが指摘されているところで
あるが､同協会の受託割合は平成20年度の96%から､入札参加資格の拡大や実務経験
者の経験年数の短縮等､仕様書の変更により､平成21年度は36%に低下o

○ただし､現行の入札方式は､技術 .ノウハウなど価格以外の要素も総合的に評価する
総合評価方式であり､他の民間業者よりも入札価格の高い民事法務協会が総合評価で
上回り､落札するケースが見受けられる○

2.見直しの方向性

○乙号事務の委託について､より競争性を高め､委託経費を引き下げるためには､委託
する業務の質の維持に留意しつつも､総合評価方式を見直し､より価格による競争が
働く方式に速やかに移行することを検討すべきである○
なお､平成2一年度の民間委託実績 (36局)における入札価格を比較すると､落札価格
より最低入札価格の方が平均して▲6.6%低い8

○また､登記業務の効率化を促進するため､平成22年度末における登記特別会計の一般
会計への統合にあわせて､平成23年度までの乙号事務の移行スケジュールを早め､
一定の節減効果が上がるよう工夫しつつ､平成22年度までに全ての登記所における
民間委託の実施を図る必要があるのではないか○

○さらに､民間委託に伴い必要となる備品や消耗品等の事務費について､徹底した節減

20年 度 委 託

21年 鹿妻嘗モ

22年 度 委託28年度要言モ
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